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ＴＰＰ協定交渉の現状
（説明資料）


平成２５年２月


内閣官房


参考資料１







①：これまでのＴＰＰ関連の動き


②：日本の交渉参加に関するＴＰＰ交渉参加国の立場


③：ＴＰＰ交渉参加に向けた米国との協議


（参考１）：ＴＰＰ協定のメリット及びデメリットとして指摘される点（例）


（参考２）ＴＰＰに加入した際の影響に関する試算


（参考３）：ＡＰＥＣ全体のＧＤＰにＴＰＰ交渉参加国が占める割合


（参考４）：日本のＥＰＡと米・ＥＵ等のＦＴＡの自由化率比較


（参考５）：これまでのＴＰＰ広報に係る取組について
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2006年シンガポール、ＮＺ、チリ、ブルネイから成るP4協定が発効。


2010年（交渉会合を4回開催）
3月 第１回会合でP4協定加盟の4カ国に加え、米、豪、ペルー、ベトナム


の8カ国で交渉開始。
10月 菅総理（当時）所信表明演説「環太平洋パートナーシップ協定交渉等


への参加を検討し、アジア太平洋自由貿易圏の構築を目指します。」
第3回会合でマレーシアが交渉参加。計9カ国に。


11月 APEC首脳会議（於：横浜）
・菅総理（当時）記者会見、「関係国との協議を開始するその姿勢を明
確にしたところ」


2011年（交渉会合を6回開催）
11月 APEC首脳会議（於：ホノルル）


・野田総理（当時）、「交渉参加に向けた関係各国との協議を開始し、各国が我が国に求めるものについて更
なる情報収集に努め、十分な国民的な議論を経た上で、あくまで国益の視点に立って、ＴＰＰについての結
論を得ていくこととしたい」旨表明。
・メキシコ、カナダ、交渉参加に向けた協議開始の意向表明。


2012年（交渉会合を5回開催）


2008年米国が交渉開始意図表明。


2013年次回交渉会合は３月（シンガポール）
（報道等によれば、５月及び９月にも交渉会合が開催予定。また、10月にはAPEC首脳会議がバリ島にて開催予定。）


6月 交渉参加9カ国、メキシコ、カナダの交渉参加支持表明。


⇒10月、両国の交渉参加に関する9カ国の国内手続が終了。計11カ国に。（※実際の交渉会合への参加は11月）


11月 オバマ大統領再選後、ASEAN関連首脳会議の際の日米首脳会談で、協議の加速化で一致。
東アジアサミットの折のTPP首脳会議で、参加７か国の首脳は2013年中の交渉妥結を目指すことに合意。


1‐2月 交渉参加9カ国と協議⇒米、豪、ＮＺを除く6カ国は我が国の交渉参加を支持。
4月 日米首脳会談で、オバマ大統領から、自動車、保険、牛肉について関心の表明あり。


2009年米国、ＴＰＰ交渉への参加を議会通知。
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①これまでのＴＰＰ関連の動き①これまでのＴＰＰ関連の動き







ＴＰＰ交渉で扱われる分野


（１）物品市場アクセス
（作業部会としては、農業、


繊維・衣料品、工業）


物品の貿易に関して、関税の撤廃
や削減の方法等を定めるとともに、


内国民待遇など物品の貿易を行う
上での基本的なルールを定める。


（２）原産地規則


関税の減免の対象となる
「締約国の原産品（＝締約国


で生産された産品）」として認
められる基準や証明制度等
について定める。


（３）貿易円滑化


貿易規則の透明性の向
上や貿易手続きの簡素
化等について定める。


（４）ＳＰＳ（衛生植物検疫）


食品の安全を確保したり、
動物や植物が病気にかか


らないようにするための措
置の実施に関するルール
について定める。


（５）ＴＢＴ（貿易の技術的障害）


安全や環境保全等の目的か
ら製品の特質やその生産工程


等について「規格」が定められ
ることがあるところ、これが貿
易の不必要な障害とならない
ように、ルールを定める。


（６）貿易救済(セーフガード等)


ある産品の輸入が急増し、国内
産業に被害が生じたり、そのおそ


れがある場合、国内産業保護のた
めに当該産品に対して、一時的に
とることのできる緊急措置（セーフ
ガード措置）について定める。


（７）政府調達


中央政府や地方政府等に
よる物品・サービスの調達に


関して、内国民待遇の原則や
入札の手続等のルールにつ
いて定める。


（８）知的財産


知的財産の十分で効果
的な保護、模倣品や海賊


版に対する取締り等につ
いて定める。


（９）競争政策


貿易・投資の自由化で
得られる利益が、カルテル


等により害されるのを防ぐ
ため、競争法・政策の強
化・改善、政府間の協力
等について定める。


サービス


（１０）越境サービス


国境を越えるサービスの提
供（サービス貿易）に対する無
差別待遇や数量規制等の貿
易制限的な措置に関するルー


ルを定めるとともに、市場アク
セスを改善する。


サービス （14）電子商取引


電子商取引のための環
境・ルールを整備する上


で必要となる原則等につ
いて定める。


（15）投資


内外投資家の無差別原
則（内国民待遇、最恵国


待遇）、投資に関する紛争
解決手続等について定め
る。


（16）環境


貿易や投資の促進のために
環境基準を緩和しないこと等を
定める。


（11）一時的入国 （12）金融サービス （13）電気通信


貿易・投資等のビジ
ネスに従事する自然
人の入国及び一時的
な滞在の要件や手続


等に関するルールを
定める。


金融分野の国境
を越えるサービス
の提供について、
金融サービス分野


に特有の定義や
ルールを定める。


電気通信の分野に
ついて、通信インフ
ラを有する主要な
サービス提供者の義


務等に関するルール
を定める。


（17）労働


貿易や投資の促進のため
に労働基準を緩和すべきで
ないこと等について定める。


（18）制度的事項


協定の運用等について当事国間
で協議等を行う「合同委員会」の設


置やその権限等について定める。


（19）紛争解決


協定の解釈の不一致等
による締約国間の紛争を


解決する際の手続きにつ
いて定める。


（20）協力


協定の合意事項を履行
するための国内体制が不


十分な国に、技術支援や
人材育成を行うこと等につ
いて定める。


（21）分野横断的事項


複数の分野にまたがる規制
や規則が、通商上の障害にな
らないよう、規定を設ける。
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１．高い水準の自由化が目標
アジア太平洋自由貿易圏（FTAAP）に向けた道筋の中で実際に交渉が開始されており、アジア太平洋地域における高い水準の自由化が目標。


２．非関税分野や新しい分野を含む包括的な協定
ＦＴＡの基本的な構成要素である物品市場アクセス（物品の関税の撤廃・削減）やサービス貿易のみではなく、非関税分野（投資、競争、知的
財産、政府調達等）のルール作りのほか、新しい分野（環境、労働、「分野横断的事項」等）を含む包括的協定として交渉されている。


ＴＰＰの基本的考え方
（出典：昨年9月に発出された「ＴＰＰ貿易閣僚による首脳への報告書」等）







■１．会合及び交渉の全体像


―日程：２０１２年１２月３日-１２日（於：オークランド（ＮＺ））


―交渉参加１１ヵ国から交渉担当者が参加。


―次回交渉会合は，３月４日－１３日にシンガポールで開催予定。


―１２月７日に開催されたステークホルダー会合には，多くのステークホルダーが参加（３００名以上が登録）。交渉参加国から参加し
たステークホルダーにより，知的財産，労働，環境，市場アクセス等に関する７０以上のプレゼンテーションが行われるとともに，交
渉担当者との非公式な意見交換が行われた。同日には，交渉参加国の首席交渉官によるステークホルダーのためのブリーフが
開催された。


―メキシコ及びカナダが，全体交渉会合に初めて参加した（注：両国は１１月にメキシコで開催された中間会合から交渉に参加。）。


■２．今次交渉会合の成果


―今次交渉では，初めて全体交渉会合に参加したメキシコ及びカナダを円滑に交渉に組み入れること，及び２０１３年中の交渉妥結
を可能とする基礎の形成に向けて進展を得ることが目標とされた。２９章からなる協定の残る部分をまとめるべく更なる取り組みが
なされ，交渉全体として進展があった。


―貿易の技術的障壁，電気通信サービス，税関手続，衛生植物検疫といったより技術的な分野では，交渉担当者は問題を解決す
べく，また，残された問題については妥結への明確な道筋を策定すべく取り組み，次回交渉会合までの間も作業を行うことに合意
した。


―知的財産，環境，投資等のより複雑又はセンシティブな分野では，より技術的な問題の解決へ向けた作業が行われるとともに，交
渉妥結の際に解決が必要な難しい問題についても，実質的な立場の相違の明確化に向けた作業が行われた。


―市場アクセスについても，首脳及び閣僚が設定した野心の水準を満たし，かつ全ての参加国が受入れ可能な全体的なパッケージ
の策定に向けて議論を継続し，作業の前進をみた。交渉担当者は，鉱工業品，農業，繊維に関する関税パッケージ及び原産地規
則の策定に関する作業を継続した。また，各国のサービス，投資，政府調達の市場を開放するコミットメントに関しても議論を行っ
た。また，次回交渉会合で更なる進展が得られるように，交渉会合間の作業に関する予定表を策定した。


（※以下の情報は，米，ニュージーランドによるプレスリリースをもとに取りまとめたもの。）


直近の交渉の状況（第15回交渉会合の概要）
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（※第12回から第14回の交渉会合後の参加国によるプレスリリースをもとに取りまとめたもの。）


最近のＴＰＰ交渉会合の成果
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交渉会合の成果 日程・場所


―期待していたより良い進展があり，中小企業による協定利用促進に関する議論が終結。投資，商用関係者の移動，


原産地規則，知的財産，サービス貿易，市場アクセス，税関手続，労働及び環境等に関する章が前進。また，規制制
度間の整合性，ＴＰＰ参加国間のサプライ・チェーンの深化，開発の促進といったその他の分野的横断事項について
も妥結へ向けて前進。


―市場アクセスの協議では，各国の鉱工業品，農産品及び繊維市場へのアクセスを提供する野心的な関税パッケー


ジを作成するために取り組みを継続。また，各国のサービス及び政府調達市場の自由化に向けた約束に関する議論
を実施。


―国有企業に関する米国の提案について有意義な議論を行ったほか，環境，デジタル・エコノミー及び地域的サプライ


チェーンの開発などに関する新しい課題についても建設的な議論を行った。なお，チリは環境保全及び生物多様性に
関し，チリの農業の利益を守ることを前提に，現行の国際法に沿った提案を行った。


第１２回会合


２０１２年
５月８日－１６日


米国
（ダラス）


―税関，越境サービス，電気通信，政府調達，競争政策及び協力とキャパシティビルディングを含む多くの分野におい
て特に重要な進展があった。また，原産地規則，投資，金融サービス，一時的入国等を含むその他の分野においても
実質的な進展があった。より複雑でセンシティブな分野である知的財産，国有企業，環境についても議論を行った。


―各国の鉱工業品，農業及び繊維市場へのアクセスを与える野心的な関税パッケージについて，集中的な協議が続


けられた。加えて，米国と他のＴＰＰ交渉国が新しい潜在的機会があると見なしているサービス市場についても，自由
化に関する特定のコミットメントについて協議された。


―協定の利益を更に増大させるために，どのように地域のサプライチェーンを発展させるかについての議論も進展し
た。


―米国は，知的財産の作業部会において，著作権の制限と例外に関する新しい提案を行った。


第１３回会合


２０１２年
７月２日－１０日


米国
（サンディエゴ）


―市場アクセス，税関，原産地規則，貿易の技術的障害，衛生植物検疫，越境サービス，電気通信サービス，政府調
達等を含む幅広い分野で進展があった。


―鉱工業品，農業，繊維，サービスと投資，及び政府調達に関し，各国が作成している関税及び他の市場開放に関す
る特定の約束の策定も引き続き前進した。


―交渉参加９カ国は，知的財産，環境，労働等の重要な課題についても引き続き重点的に取り組んだ。


第１４回会合


２０１２年
９月６日－１５日


米国
（リーズバーグ）







国名 日本の交渉参加に関するＴＰＰ交渉参加国の立場


ベトナム


２０１２年１月－２月にかけて協議を行い、６カ国からは、日本の交渉参加に関して基本的な支持
を得ている。


ブルネイ


ペルー


チリ


シンガポール


マレーシア


豪州＊ 豪州及びＮＺとは、２０１２年２月に協議を行い、先方からは日本の交渉参加への関心を歓迎する
等の表明があったが、両国としては、我が国のＴＰＰ交渉参加について引き続き検討が必要とのこ
とであり、今後とも緊密に連絡を取り合っていくこととしている。ＮＺ＊


米国＊


２０１２年２月、米国からは、日本が交渉参加に向けた関係国との協議に入ることを表明したことを
歓迎する等の表明あり。また、議会や利害関係者が強い関心・懸念を有している問題として、自動
車、保険等の問題について説明あり。同年４月の日米首脳会談において、野田総理（当時）から昨
年１１月に表明した総理の考えは変わっていない旨述べ、双方が日米間協議を前進させるようお
互い努力することで一致。その際、オバマ大統領からは、自動車、更には保険、そして従来から取
り上げてきた牛肉について関心の表明あり。１１月の日米首脳会談では、協議の加速化で一致。
２０１３年２月の安倍総理とオバマ大統領の間の日米首脳会談で、両首脳間で、①日本には一定


の農産品、米国には一定の工業製品というように，両国ともに二国間貿易上のセンシティビティが
存在すること、②最終的な結果は交渉の中で決まっていくものであること、③ＴＰＰ交渉参加に際し、
一方的に全ての関税を撤廃することをあらかじめ約束することは求められないこと、の三点を明示
的に確認し、日米の共同声明を発出。


②日本の交渉参加に関するＴＰＰ交渉参加国の立場②日本の交渉参加に関するＴＰＰ交渉参加国の立場


（＊：我が国が二国間でＥＰＡを締結していない国。）
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◆仮に米国との協議を終了したとしても、実際の交渉参加までに少なくとも3か月かかる。
（米国は、2007年に失効した「貿易促進権限（ＴＰＡ）法」上の手続を踏襲し、交渉開始の少なくとも90日前までに議会に通知する。


メキシコ、カナダの交渉参加の際にも同手続きを経た。）







③ＴＰＰ交渉参加に向けた米国との協議③ＴＰＰ交渉参加に向けた米国との協議


・米国の関係業界や議会等の意見・要望等を踏まえ、透明性、流通、技術基準、認証
手続き、新／グリーン・テクノロジー、税のような色々な考えが米国政府から伝えられ
ているところであり、これらについては、引き続き政府間で議論中。


自動車


・米側は、日本郵政と民間企業の間に対等な競争条件が確保されるまで、日本郵政に
よって新規商品等が導入されるべきではない等と主張。
【参考１】２０１２年５月９日の朝日新聞インタビューでの斎藤前社長の発言（以下括弧内が報道）
「斎藤社長は、がん保険への参入を当面は凍結する考えを示した。いつまで凍結するかは明らかにしなかった。」


【参考２】かんぽ生命は２０１２年９月に学資保険の改定を申請し、同１２月に条件付きで金融庁・総務省の認可を得
た。ゆうちょ銀行は２０１２年９月に新規事業として個人向け住宅ローンへの参入を申請した。


保険（郵政）


・米側は、我が国が米国産牛肉の輸入を月齢20か月以下のものに制限していること
について、科学及び国際基準に基づき、牛肉市場を開放することを主張。
・牛肉については、ＴＰＰ交渉とは別に、わが国のＢＳＥ対策見直しの一環として、科
学的知見に基づき個別に対応しているところ。
・厚生労働省による諮問を受け、2012年10月、食品安全委員会は、国内ＢＳＥ検査
の対象月齢及び牛肉輸入制限の対象月齢を30か月齢へ引き上げた場合等におけ
る人の健康への影響は無視できるとの評価を、厚生労働省に対して答申。厚労省審
議会は、見直しを了承。2013年2月1日より実施。


牛肉
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（１） アジア太平洋自由貿易圏（ＦＴＡＡＰ）へのステップとなる。


（２） ＴＰＰ協定参加国間で互いの関税をなくしていくことで、貿易が盛んになる。


（３）日本の製品がＴＰＰ協定参加国の国内製品と差別されないようになる。


（４）日本の技術やブランドが守られるようになる。


（５）日本企業が行った投資がＴＰＰ協定参加国において不当な扱いを受けないようになる。


（６）貿易の手続きやビジネスマンの入管手続きを簡単にすることで、中小企業も海外で活動をしやすくなる。


（参考１） ＴＰＰ協定のメリット及びデメリットとして指摘される点（例）


ＴＰＰ協定のメリット


（１）原則として即時に全品目の関税の撤廃が求められ、その結果、農業の衰退や自給率の低下を招くのではない
か。


（２）安全ではない食品が増加したり、食品の安全基準が緩和されるのではないか。


（３）公的な医療保険を受けられる範囲が縮小されてしまうのではないか。


（４）質の低い外国人専門家（医師・弁護士等）や単純労働者が大量に流入するのではないか。


（５）地方の公共事業が海外の企業にも一層開放されることで、海外の企業に取られてしまうのではないか。


（６）外国人の投資家が訴えることで、日本の国内制度を変更させられるなど、国家主権にも影響が及ぶのではない
か。（ＩＳＤＳ制度）


ＴＰＰ協定のデメリット


（出典：地域シンポジウムで配布された内閣官房作成資料） 8







（参考２）ＴＰＰに加入した際の影響に関する試算


平成２２年に政府が対外公表した試算


【特定の分野への影響を分析した試算】
１．農林水産業への影響試算（農水省試算）（「全世界」に対して関税撤廃、主要33品目）


生産額減少 毎年４．５兆円程度


２．基幹産業（自動車・電機電子・産業機械の主要品目）への影響試算（経産省試算）


（日本がＴＰＰや、ＥＵと中国とＥＰＡを締結せず、韓国がＥＵ、米、中とＥＰＡを締結した場合）


実質ＧＤＰ１．５３％相当減（１０．５兆円減）


【我が国経済全体への影響を分析した試算】


３．マクロ経済効果試算（ＧＴＡＰ試算）
（関係省庁で合意。TPP（9カ国）参加（100%自由化））


実質ＧＤＰ ０．５４％増（２．７兆円増）


※ＧＴＡＰ（Global Trade Analysis Project ）：ＷＴＯはじめ広く関係機関が活用している一般均衡モデル
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（参考３）ＡＰＥＣ全体のＧＤＰにＴＰＰ交渉参加国が占める割合


■ＴＰＰ交渉参加国 ： ５５．２％
■その他のＡＰＥＣ参加国・地域 ： ４４．８％


（２０１０年）


米国; 41.2%


日本;15.6%


その他のAPEC参加国・
地域（日本を除く）;29.3%


カナダ;4.5%


オーストラリア;3.5%


メキシコ;2.9%マレーシア;0.7%


その他のTPP交渉参加６カ国


（米国、カナダ、オーストラリ
ア、メキシコ、マレーシアを除
く）;2.4%


【出典】IMF World Economic
Outlook Database


10







●米国・韓国等のＦＴＡの自由化率は、我が国に比べ高い。
●特に米国については、９６％以上、１００％近い自由化率を実現。


（注）本表は、品目ベースの自由化率（１０年以内に関税撤廃を行う品目が全品目に占める割合）を示したもの。
但し、我が国のＥＰＡについて、貿易額ベースの自由化率（１０年以内に関税撤廃を行う品目が輸入額に占める割合）を見ると概ね90％以上を達成。


日ブルネイ及び日スイスとのＥＰＡでは９９％以上、日シンガポール、日マレーシア、日ベトナムとのＥＰＡでは約９５％。


日ＡＳＥＡＮ
(86.5%)


米星ＦＴＡ 米チリＦＴＡ 米豪FTA 米ペルーＦＴＡ米韓FTA 韓ＥＵ・ＦＴＡＥＵチリＦＴＡ中チリＦＴＡ中ＮＺＦＴＡ 中星ＦＴＡ


（既存の対応）


約４５０品目 (ＮＺ側） (星側）
農林水産品 約４００品目 鉱工業品 ５５品目(米側） （星側） (豪側） (ペルー側）
・水産品 約 ５５ （米側） (EU側）
・脱脂粉乳，ホエイ，バターなど乳製品 約１１０
・コメ，小麦，大麦，麦芽，でんぷん等穀物約 ７０ (米側） （韓側） （韓側） (チリ側） （チリ側）
・てんさい糖など糖類 約 １０ (米側）（チリ側）
・穀物，ミルク等の調製品 約１３０ (中国側） (中国側）


等 (中国側）
(米側）


約３６０品目
農林水産品 約３２０品目 鉱工業品 ４０品目
・肉類（牛，豚，鶏等），肉調整品約４０ ・ﾊﾟｲﾅｯﾌﾟﾙ・ﾄﾏﾄ等の調製品約１５
・チーズ等乳製品 約２０ ・落花生，植物性油脂等 約３０
・さけ，まぐろ等水産品 約４０ ・糖類・調整食料品 約１００
・とうもろこし，でんぷん，穀粉等 約２５ ・合板 約３０ 等
農林水産品 約１３０品目
・肉類（牛，豚，鶏等），肉調整品約６０
・ﾊﾟｲﾅｯﾌﾟﾙ・ﾄﾏﾄ等の調製品 約１５


・糖類・調整食料品 約１０ 等 (EU側）


日フィリピン
日タイ (88.4%)
(87.2%)


(86.5%)


日メキシコ 日チリ （86.6%）
(86.0%) (86.5%) 日スイス


日ブルネイ (85.6%)
(84.6%)


日シンガポール
(84.4%)


(86.8%)


ＭＦＮ無税
（国家貿易，
関税割当枠
内無税を除
く）


約３，６４０品目(鉱工業品 ３，１５０品目，農水産品約４９０品目）


(品目数
(HS9桁））


既存のＥＰＡ
において関
税撤廃をした
ことがある


日インドネシア日マレーシア


既存のＥＰＡ
において必
ず関税撤廃


既存のＥＰＡ
において関
税撤廃をした
ことがない
(約９４０品
目）


既存のＥＰＡ
において「除
外」以外の
対応をしたこ
とがない


既存のＥＰＡに
おいて「再協
議」または「スタ
ンドスティル」と
したことがある


既存のＥＰＡに
おいて関税削
減，関税割当
をしたことがある


日ベトナム


(2010年
10月署
名)


(2006年10
月発効）


日本のＥＰＡ (2003年発
効）


(2009年2月
発効）


(2007年6月
署名）


(2005年1月
発効）


全品目に占
める割合


自由化
率(2006年10


月発効）
(2004年1月


発効）
（2004年1
月発効）


(2009年1月
発効）


ただし、将来的に実質的に自由化
されるものも含めれば99.0 %


100%


約95%


約90%


約73%


約40%


0%


約3,640


約6,580


約8,100


約9,000 100%


約95%


約90%


（86.4%）
日インド


（参考４）日本のＥＰＡと米・ＥＵ等のＦＴＡの自由化率比較（注）
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（参考５）これまでのＴＰＰ広報に係る取組について


１．新聞広告
○２０１２年３月３１日に全面広告を全国主要５紙（日経、朝日、読売、毎日、産経）に掲載。


２．主要都市における地方シンポジウム


○共同通信社及び全国地方新聞社連合会が主催した「ＴＰＰをともに考える地域シンポジウム」に
参加。（昨年２月から３月にかけて合計９回実施。）


３．都道府県別説明会


○都道府県別説明会を２０１２年２月上旬から開始。都道府県からの要望があったところについて
は全て、説明員（課長級）を派遣し、２４道府県（延べ２５回）を実施。


４．地方６団体との意見交換について
○団体の意向を確認し、全国知事会等の６団体との意見交換を実施。


５．諸団体等との意見交換について


○２０１１年１０、１１月に１９団体との間で意見交換を行った。２０１２年３月以降には、この１９団体
を含む関心の高い６７団体との間で意見交換を実施。


６．ＮＰＯ団体主催の市民との意見交換会


○ＮＰＯ団体の求めに応じ、先方主催の意見交換会（東京、大阪及び名古屋）に関係省庁（外務、
経産、農水、厚労）とともに対応。


→2012年2月以降でみても、上記2．～6．をあわせ、約90回、約100団体に対して意見交換を実施。
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平成２５年２月２６日(火) 
第４回日本経済再生本部 総理指示概要 


 
 


成長戦略については、第二回産業競争力会議で議論された政
策課題に関して、関係大臣に速やかな対応をお願いしたい。そ
の際、成長戦略を効果的かつ整合的に進めるべく甘利経済再生
担当大臣と個別の進め方、内容ともよく調整していただきたい。 


 


農業について、若い人が働きたいと思えるような、世界に日
本の農産品を広げていくような、攻めの農林水産業の展開に向
けて、林農林水産大臣に、従来の発想を超えた大胆な対策の具
体化を、関係大臣と協力して図って欲しい。 


その際、農業を産業としての側面だけでなく、日本の美しい
ふるさとを守る機能も大切にすること、そして、流通、IT、金
融などの多様な業種との協力、事業提携が加速することに意を
砕いてもらいたい。 


 
エネルギーコスト削減対策に関して、政府一体となって電力


システム改革を推進するため、その改革方針を閣議決定した上
で、茂木経済産業大臣には、今国会の提出を目指して、法案を
速やかに取りまとめてもらいたい。 


 
総合科学技術会議の司令塔機能について、省庁縦割り打破を


図るため、権限、予算両面においてこれまでにない強力な推進
力を発揮できるよう、その在り方を含め、抜本的な強化策の具
体化を山本科学技術政策担当大臣にお願いしたい。 


 
本日、甘利大臣からあった国際展開戦略の提案について、関


係大臣は甘利大臣と連携して検討してもらいたい。 
 
今後、産業競争力会議の下で、民間議員と関係大臣とのテー


マ別会合を行っていくので、関係大臣の御協力をお願いしたい。 


参考資料２ 








産業競争力会議（第３回） 
議事次第 


 


日時：平成 25 年 2 月 26 日 


1 9 : 0 0 ～ 1 9 : 4 5 


場所：官邸２階小ホール   


１．開会 
 
２．環太平洋経済パートナーシップ（TPP）協定について 
 
３．閉会 
 
 
○ 配布資料 


資料１ 日米首脳会談（概要） 


資料２ 日米の共同声明（仮訳） 


資料３ 日米の共同声明（英訳） 


資料４ 秋山議員、竹中議員、新浪議員、長谷川議員、三木谷議員提出資料 


 


○ 参考資料  


参考資料１ ＴＰＰ協定交渉の現状（内閣官房提出資料） 


参考資料２ 第４回日本経済再生本部 総理指示概要 
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日米首脳会談（概要） 


平成２５年２月２２日 


外    務    省 


 
２月２２日、米国出張中の安倍総理は、約１時間４５分にわたり、オバマ大統領との


間で首脳会談及びワーキングランチを行ったところ、概要以下のとおり（首脳会談後


に発表された「日米の共同声明」を別添）。 


 
１．日米関係 


（１）総論 


（ア）冒頭、オバマ大統領からの歓迎の挨拶の後、安倍総理より、日本外交の基本方


針を説明し、日米同盟の強化は我が国の外交の基軸である旨述べた。また、より強


い日本は米国にとっての利益であり、より強い米国は日本にとっての利益であること


から、日本として、防衛力の強化や力強い経済の再生に取り組むと同時に、幅広い


分野で日米間の協力を強化していきたい旨述べた。 


（イ）安倍総理より、アジア太平洋地域の安全保障環境が厳しくなっている中、日米同


盟を一層強化していくことが重要であるとの認識を示した上で、外交は世界地図を俯


瞰して考えるべきと思っており、日米同盟を基盤としつつ、地域の諸国とも連携を深


めることが重要と考えている旨述べた。また、日米の協力関係はグローバルな課題


への対応でも力を発揮すべきものであり、テロ対策、アフガニスタン、イランといった


課題についても、協力を強化していきたいと述べた。 


（ウ）安倍総理より、オバマ大統領を日本に招待したい旨述べ、これに対しオバマ大


統領より、日本は大好きな国である旨の反応があった。 


 
（２）安全保障 


（ア）安倍総理より、厳しさを増す安全保障環境を踏まえ、我が国は米国と共に責任を


果たす考えである旨述べ、防衛費の増額、防衛大綱の見直し等、我が国自身の防衛


力の強化に取り組んでおり、また、集団的自衛権についての検討を開始し、これらの


取組を同盟強化に役立つものにしていく考えを説明した。また、総理より、日米安保


体制の抑止力向上のため、幅広い分野で協力を進めていきいと述べ、安全保障環境


の変化を踏まえ、日米の役割・任務・能力の考え方についての議論を通じ、ガイドライ


ンの見直しの検討を進めたい旨述べた。オバマ大統領より、日米同盟は日本にとっ


てのみならず、太平洋国家としての米国にとっても極めて重要である旨述べ、同盟強


化に向けた日本の取組を歓迎した。両首脳は、双方の外務・防衛閣僚に、「２＋２会


合」も活用し、安全保障上の重要課題をフォローアップするよう指示することで一致し


た。 


（イ）安倍総理より、米軍再編については、現行の日米合意に従って作業を進め、抑


資料１ 
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止力を維持しつつ、沖縄の負担軽減を実現していく旨述べた。両首脳は、また、普天


間飛行場の移設及び嘉手納以南の土地の返還計画を早期に進めていくことで一致し


た。 


（ウ）安倍総理より、宇宙・サイバーの分野で、日米の包括的対話を立ち上げることに


なったことを歓迎する旨述べた。 


 
２．アジア太平洋地域情勢 


（１）中国 


（ア）安倍総理より、中国との関係は日本にとり最も重要な二国間関係の一つであり、


個別の問題をめぐり対立があっても、「戦略的互恵」の観点から win-win の関係を構


築していきたい旨述べた。 


（イ）両首脳は、尖閣諸島を含む状況について議論を行った。安倍総理より、日本は


中国に対して冷静に対応してきている旨述べるとともに、政治レベルを含め、中国と


対話を継続していく考えを述べ、日米同盟を基礎としつつ、この地域を力ではなくル


ールが支配する地域にすべく協力していくことで一致した。 


 
（２）北朝鮮 


（ア）両首脳は、北朝鮮の情勢について意見を交換し、先般の北朝鮮の核実験に対


する懸念を共有した。また、総理より、このような北朝鮮の挑発行為は容認すべきで


はないし、報償を与えるべきではない、これまでの様々な働きかけにもかかわらず、


北朝鮮は核開発、ミサイル開発を進めてきており、この現実に対して、改めて日米韓


が一致結束して対応する必要がある旨述べた。 


（イ）安倍総理より、国連安保理決議を通じて、国際社会が明確なメッセージを発する


べきであり、安保理が新たな強い決議を採択し、制裁の追加・強化を実施することが


重要である、日本としても協力していきたいと述べた。また、総理より、安保理以外の


制裁も含め、日米で協力していきたい旨述べた。両首脳はこの問題での協力を確認


した。 


（ウ）両首脳は、北朝鮮の核・ミサイル活動も踏まえ、弾道ミサイル防衛協力を進め、


米軍のＴＰＹ－２レーダーを我が国に追加配備する方針で一致した。 


（エ）北朝鮮による拉致問題について、安倍総理より、自分の政権のうちに完全に解


決するとの決意を表明し、これまでの米国の理解と支持に感謝を述べた。 


 
（３）韓国との協力 


（ア）安倍総理より、韓国は価値観と利益を日本と共有する最も重要な隣国である旨


述べ、両国間には難しい問題も存在するが、大局的な観点から、朴槿恵次期大統領


との間で、未来志向で重層的な日韓関係を構築するために共に努力していきたい旨


述べた。 
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（イ）両首脳は、現下の北朝鮮情勢等を踏まえ、日米韓の連携がこれまでにも増して


重要になっているとの認識を共有した。安倍総理より、日本としては、安保分野を含


め、日韓、日米韓の連携を強化していきたい旨述べた。 


 
３．中東・北アフリカ情勢 


（１）両首脳は、日米両国民に犠牲者が出たアルジェリアのテロ事件を受け、双方に


対しお悔やみを述べあった上で、日米間でテロ対策協力を強化し、米国主導のグロ


ーバル・テロ対策フォーラム（ＧＣＴＦ）での連携、日米テロ協議の開催等を通じ、地域


諸国のテロ対策能力強化支援等の具体的協力を進めていくことで一致した。 


（２）オバマ大統領より、アフガニスタン、イランに関する日本の取組に対して感謝の意


が表明された。これに対し安倍総理より、日本はアフガニスタンへの支援を継続する


旨述べるとともに、イランについては、日本は引き続きイラン産原油の輸入量を削減


していくと同時に、日本が有する対話のチャネルを通じて、建設的対応に応じるようイ


ランへの説得を試みる旨述べた。 


 
４．経済 


（１）総論 


オバマ大統領より、安倍総理の行っている大胆な経済政策については日本国民が


評価していると承知していると賞賛した。 


 
（２）ＴＰＰ 


（ア）安倍総理より、日米が協力して、アジア太平洋における貿易・投資に関する高い


水準のルール・秩序を作っていくことの意義は大きい、一方、TPP 交渉に関しては、


先の衆院選では、「『聖域なき関税撤廃』を前提にする限り、TPP 交渉参加に反対す


る」という公約を掲げ、また、自民党はそれ以外にも５つの判断基準を示し、政権復帰


を果たした等の状況を説明した。 


（イ）その上で、安倍総理から、①日本には一定の農産品、米国には一定の工業製品


というように，両国ともに二国間貿易上のセンシティビティが存在すること、②最終的


な結果は交渉の中で決まっていくものであること、③ＴＰＰ交渉参加に際し、一方的に


全ての関税を撤廃することをあらかじめ約束することは求められないこと、の三点に


ついて述べ、これらについてオバマ大統領との間で明示的に確認された。 


（ウ）こうした点を含め、両首脳間でじっくりと議論が行われ、その結果、日米の共同


声明（別添）にある事項について首脳間で認識が一致した。 


 
（３）エネルギー 


（ア）安倍総理より、震災後、我が国では増大する燃料費の削減が喫緊の課題であり、


米国産の液化天然ガス（ＬＮＧ）の対日輸出が早期に承認されるよう改めてお願いす
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る旨述べた。これに対しオバマ大統領より、米国における輸出許可についての審査


はまだ続いているが、同盟国としての日本の重要性は常に念頭に置いている旨述べ


た。 


（イ）安倍総理より、低炭素社会実現のため、これまで両国間で取り組んできたクリー


ンエネルギー開発・普及に向けた協力に加え、ファイナンス等のビジネス分野に協力


範囲を拡充していきたい旨述べた。 


（ウ）安倍総理より、我が国の原子力政策について、「２０３０年代に原発稼働ゼロを


可能とする」との前政権の方針は、ゼロベースで見直し、責任あるエネルギー政策を


構築する旨述べるとともに、米国とは国際的な原子力協力のパートナーとして様々な


レベルで緊密に連携していきたいと述べた。これに対しオバマ大統領より、クリーンエ


ネルギーや原子力の分野で、日米間の協力を進めていきたい旨の反応があった。 


 
（４）気候変動 


安倍総理より、気候変動に関する２０２０年以降の新たな国際枠組みは、全ての国


が参加する公平で実効的なものであることが不可欠であり、そのために、中国等の新


興国をどのように参加させるかが大きな課題である旨述べた。また、総理は、日本は


技術で世界に貢献していくとの考えを説明した。両首脳は、日米間で緊密に協力して


いくことを確認した。 


 
（５）超電導リニア技術（マグレブ） 


安倍総理より、オバマ大統領の推進する高速輸送鉄道網の計画を賞賛し、高速鉄


道の意義に言及しつつ、我が国で既に確認走行段階に入りつつある超電導リニア技


術の米国への導入を日米協力の象徴として提案した。オバマ大統領及び同席のバイ


デン副大統領は、この提案を関心を持って聞いていた。 


 
５．その他 


（１）子の親権 


安倍総理より、子の親権に関するハーグ条約及び条約実施法の国会提出を目指


し、先日与党内プロセスを終了したことを説明し、国会での承認が得られるよう取り組


んでいく旨述べた。 


（了） 








【仮訳】 


共同声明 


 


両政府は，日本が環太平洋パートナーシップ（ＴＰＰ）交渉に参加


する場合には,全ての物品が交渉の対象とされること，及び，日本が


他の交渉参加国とともに，２０１１年１１月１２日にＴＰＰ首脳に


よって表明された「ＴＰＰの輪郭（アウトライン）」において示され


た包括的で高い水準の協定を達成していくことになることを確認す


る。 


 


日本には一定の農産品，米国には一定の工業製品というように，両


国ともに二国間貿易上のセンシティビティが存在することを認識し


つつ，両政府は，最終的な結果は交渉の中で決まっていくものであ


ることから，ＴＰＰ交渉参加に際し，一方的に全ての関税を撤廃す


ることをあらかじめ約束することを求められるものではないことを


確認する。 


 


両政府は，ＴＰＰ参加への日本のあり得べき関心についての二国間


協議を継続する。これらの協議は進展を見せているが，自動車部門


や保険部門に関する残された懸案事項に対処し，その他の非関税措


置に対処し，及びＴＰＰの高い水準を満たすことについて作業を完


了することを含め，なされるべき更なる作業が残されている。 
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Joint Statement by the United States and Japan 
 
The two Governments confirm that should Japan participate in the 
TPP negotiations, all goods would be subject to negotiation, and 
Japan would join others in achieving a comprehensive, 
high-standard agreement, as described in the Outlines of the TPP 
Agreement announced by TPP Leaders on November 12, 2011. 
 
Recognizing that both countries have bilateral trade sensitivities, 
such as certain agricultural products for Japan and certain 
manufactured products for the United States, the two Governments 
confirm that, as the final outcome will be determined during the 
negotiations, it is not required to make a prior commitment to 
unilaterally eliminate all tariffs upon joining the TPP negotiations. 
 
The two Governments will continue their bilateral consultations with 
respect to Japan's possible interest in joining the TPP.  While 
progress has been made in these consultations, more work remains 
to be done, including addressing outstanding concerns with respect 
to the automotive and insurance sectors, addressing other non-tariff 
measures, and completing work regarding meeting the high TPP 
standards. 
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TPP 交渉の参加に向けて 


 


                       平成２５年２月２６日 


秋 山 咲 恵  


竹 中 平 蔵  


新 浪 剛 史  


長谷川 閑 史 


三木谷 浩 史 


 


１ 基本認識 


○自由貿易の拡大、とりわけアメリカとの経済連携は、世界と日本の利益。 


○日本の産業は、自由貿易による競争を通じて強くなってきたという歴史的


事実を改めて認識すべき。 


 


２ いわゆる農業問題 


○前回会議でも議論した通り、日本農業の潜在力は高く輸出産業になりうる。 


○TPP 参加に関係なく、モチベーションの高い若い担い手を確保していくため


にも、より魅力のある農業にしていく必要がある。 


○少子高齢化・人口減を鑑み、長期的視野に立ち競争力を向上させ、市場を


海外にも求めていける体制を構築していくべし。 


○そのためにも、TPP 参加を期して“守りの農業”から“攻めの農業”に転換


していく決意をすべし。 


○“攻めの農業”を実現するために、国は今後の農業改革に対して、しっかり


とした支援を長期にわたって行っていくべし。→ 経済産業界も支援をして


いく。 


 


３ 考慮すべき点 


○TPP 国内対策にあたっては、ICT 活用推進も含め競争力強化のための制度改


革を重視すべき。 


○それぞれの政策の評価（影響）をすみやかに示す PDCA サイクルを作る必要


があるのではないか。 


○交渉をサポートする法律専門家チーム（リーガルチーム）を強化する必要 


があるのでないか。 


 


４ 結論 


○ゲームのルールを作るのは早い方が有利。とりわけ多国間交渉では、早期に  


情報収集することによって有利な交渉が可能になる。ゆえに、速やかに交渉


参加を決断すべきである。 


 


以上 
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